





























破棄院判決は、欧州連合域内における規則と 調和を図りながら、欧州連合加盟諸国以外の 々との関連においても、更にその歩を進めていると見られる。この報告においては、フランス破棄院判決の全体的な動向に沿いながら 個別 重要な判決に言及することとしたい。　
なお、近時の動向への言及に先立ち、フランス法における
法規範の創造の構造について言えば まず、フランス法は大陸法系であるが、判例法は実定法 重要な法源の一部 構成しており、時として 法律関係によっ は、それのみが法源
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件を設定していた。すなわち、第一に、外国裁 所 争訟を受理するための裁判管轄権を有しなけ ばならないこと 第二に、外国裁判所がその手続規則を適正 適用 ていること、第三に、外国裁判所がフランス抵触規則が指定していたであろう法を適用していなければなら いこと、第四 、外国判決の内容がフランス公序に反していては と、第五に、外国判決 本来の準拠法 適用の回避、すなわち、法律回避
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lunet 1969, p.102. ）
において、外国裁























lunet 1985, p.460. ）
に見られるように、主とし



































































き、通常、それにはフランス市民が含まれているこ が想定される。他の外国判決承認要件が自由化しえても、この要件はとても厳重であるため、当該 を満たさないという一事が、他の諸要件の充足を根底から無意味なも としてしまこととなる。表向き 自由化及び開放という建前に拘わらず、民法典第一四条及び第一五条が存在し続けたのは、外国裁判の中には 多少の信頼できないもので紛れ込んでいるいう認識から来るものであ　
かような状況から脱却するための明確な規則を 示したの










































lunet 1878, p.505. ）
におけるように、離婚の権利が認められ





















lunet 1966, p.369. ）
においては、外国裁判所がフランス法選



























alloz 2007, p.1115. ）
に
おいて、外国判決の承認要件は 次に掲げ 三つのみであることが判示された。すなわち、第一に、外国裁判所 裁判管轄権を有しなければならないこと 二 判決が公序に反してはなら いこと、第三に、法律詐欺がな ことであ











































において離婚判決を取得してい にも拘 らず、離婚判決を取得した。家庭裁 所及びパリ控訴院は、フランス判決確定力に対する妻からのテキサス裁判所判決に基づく異議申立てを斥けた。それらがそ 根拠としたのは、テキサス離婚がフランスにおける身分登録簿
（








外であるため、フランス手続法が適用されることとなる。両事件において、争点と って るのは、離婚訴訟の受理の断において、裁判所は外国判決を考慮 なければならないか否かということである。その問題 対して、破棄院第一民事
部は、肯定的な判断を下した。破棄院は、内国裁判所における手続の何れの段階においても、外国離婚判決の承認を先決問題として決定しなければならないと判決した。それにより、破棄院は、実質審理
（
juge  de fond ）
を留保し、調停や
略式手続の下に決定さ ることができ した従前の判決を覆した。また、破棄院は、フランス法の下に設定された不承認の三つの徹底した理由、すなわち、国際的管轄権の欠如、権利の違背、公序以外の理由で拒否されては らないということも判示 後者の事件において、下級審 、離婚判決が登録所に登録されていなかったことを 由として、承認を拒否した
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簿への登録までは必要では い。両判決は、それらが独自法をブルュッセルⅡ改訂規則に基づく共同化された承認法と一致させ、また、それらが特に民法典第一四条及び第一五条に定められている内国の特権を完全 克服しており、ブルュッセルⅡ規則第二一条第四項と整合する方法をもって内国民事手続法を解釈したばかりか、長く批判されたフランス国民のための手続上の優遇を覆すことにより、フランス手続法における推移を先駆し 。破棄院が明らかにしたように、全てのフランス人に内国領域内における 際的裁 地を認める民事訴訟法典第一四条は、外国判決 承認 反対 妨げるように読まれてはならない
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によって下された判決、及び 外国によって受理された文書は、フランス共和国の領域内において、法律によって定められた方法をもって、その場合に執行される。 」と規定しており、フランスにおける外国裁 の承認 法定された 則従うこととなる。それは 承認及び執行のため 手続であるか、または、上述の裁判のように、付随的承認である。付随的承認は、然るべき当事者の申立て 基づいて、手続 れぞれの段階において、フランス裁判官によって行なわ承認はそ 限り 何らの特定 手続も前提としてらず、外国の項目に対して フランスにおける法規上 即効をもって宛がわれる
（
Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
























号の訴状送達の適法性をも含めて理解することにより、第二号の要件の柔軟 解釈及び適用を行なうことの可能性を示唆している。実質的公序についても、外国裁判の承認 おける自由化及び開放という基本的な姿勢から その公序概念の制限的解釈を通じて、イスラム法等の外国法文化に対する可及的な受容を前提とする概念構成の可能性が示唆されている。　
外国判決の承認における指導理念は、自国実質規定の押付
けではなく、外国法の尊重であるという意味において、決して、当事者の本国における保護の保証 両立しえない のではない。承認問題が連結問題と本質的に異なる点は正にそこに存して る。
（かさはら・としひろ
　
東洋大学法学部教授）
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